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1. 日本学術会議を巡る問題
　日本学術会議の会員は同組織の委員会で候補を
選考し、内閣総理大臣が任命する。欧州・北米・
アジアの主要国には、科学者の代表として国に助
言などを行う「アカデミー」と呼ばれる組織があり、
日本学術会議はわが国のアカデミーに相当する。
この学術会議がメディアを賑

にぎ

わすようになったの
は、学術会議が推薦した候補を歴代首相が異議を
唱えず任命してきたのに対し、2020 年 9 月、当時
の菅

すが

義
よしひで

偉首相が候補者のうち 6 名を任命拒否した
ことに端を発する。
　日本学術会議が推薦した新会員候補者のうち任
命されなかった 6 名は、東京新聞 1 の報道によれ

ば安全保障関連法や特定秘密保護法、普天間基地
移設問題などで政府の方針に異論を唱えてきたな
どの共通点があるが、政府による任命拒否の理由
は一切の説明がなされなかったのである。
　日本学術会議法には、「会員は、学術会議による
推薦に基づいて、内閣総理大臣が任命する」と規
定されている。国際的にみても、多くのナショナ
ルアカデミーは、その会員を自ら選考する方式が
採用されている。1983 年に日本学術会議の会員の
選定方式が従来の公選制から任命制に変更される
に際して、政府が内閣総理大臣による任命は形式
的行為に過ぎず、日本学術会議から推薦された者
を拒否することはないとの見解を明確にしたのも、

日本の大学の現在（いま）を読み解く
―�変革を阻害する経路依存性の打破に向けて―

Point
❶	 �日本学術会議を巡る問題に対する朝日新聞世論調査では、任命拒否に対して「妥当ではない」と「妥
当である」が拮

きっこう

抗した。
❷	 �大学や研究者の多くが、国民から特権階級と見られていることを示す結果である。
❸	 �大学の情報発信不足であり、その対策としてリカレント教育に注力すべきである。
❹	 �大学の変革を阻害する経路依存性として大学自体の閉鎖性が否めないが、「日本的経営」でのメン
バーシップ型雇用を採ってきた日本企業の閉鎖性もある。

❺	 �経路依存性を脱しイノベーションを起こすことが政府、企業、大学に求められる。
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取締役等歴任。2014 年、埼玉大学大学院経済科学研究科博士後期課程修了。2015 年より長崎県立大学経営学部国
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論など）を併任。並行して、在京中堅企業の海外展開や新事業創出支援を行っている。博士（経済学）。

1  ‌�東京新聞 2020 年 10 月 1 日 https://www.tokyo-np.co.jp/article/59092
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学術的観点からの会員選考の自律性を確保する趣
旨であった 2。
　学術会議は現在も 6 名の任命を求めているが、
政府はすでに手続きは終了したとして、現在の焦
点は学術会議の改革の議論に移っている 3。しか
し、これに対し学術会議は、総会で異論が続出し、
懸念があるとして政府に再考を求めた。結局、政
府は「日本学術会議改正案」の今国会提出を断念
したが、本質的な問題は解決していない。
　今回の一連の問題の背景には、「安全保障体制や
防衛力の強化を進めたい政府と、戦争目的の研究
を忌避する学術会議の立場の隔たりがある。科学
者の太平洋戦争協力への反省を踏まえ 1949 年に
設立された学術会議は 2017 年、軍事目的の科学
研究をしない」と改めて確認する声明を出した。
こうした動きが任命拒否を招いたとの見方は根強
い 4。
　政府は 4 月 17、18 日の学術会議総会で、今回
の法改正について「会員選考の透明性向上を図る
ため、選考諮問委員会の設置を提案した」とした
が学術会議会員からは「学術会議の独立性を損ね
る」などと反対が噴出したとされる 4。一方で、
学術会議は、日本の学術全般の見直しに向けた「開
かれた協議の場」の設置を自ら提案した。戦争に
突き進んだ時代への反省が薄れ、地政学的な問題

が注目される現在、大学のあり方も再考する必要
があると思われる（図表 1）。

2. 大学の現状を伝える機会に
　2022 年 10 月 2 日付朝日新聞朝刊の社説では、
日本の大学が現在抱える課題について端的に述べ
ていたので紹介したい。前項で述べた 2020 年 9
月の日本学術会議会員任命拒否問題が明るみに出
た直後に、朝日新聞社が実施した世論調査の結果、
　■�菅首相（当時）の説明に対して：「十分だ」

15%、「十分ではない」63％
となった。一方で、
　■�任命拒否に対して：「妥当ではない」36%、 

「妥当である」31％
と拮抗したのであった。
　この結果に対して、朝日新聞は、ある政治学者
の見解を引用し「大学や研究者（学者）の多くが
国民から特権階級と見られていることを示す結果
である」と述べた。朝日新聞は一般論として政府
に批判的だが、この社説では、政府も問題だが大
学にも問題があると以下のように続けた。
　①�大半の大学は長い間、情報発信に消極的であっ

た。このため、特に中高年以上の国民には彼
らが学んだ時代の大学をそのまま踏襲し、お
高くとまっているイメージが残っている。

2  ‌�日本弁護士連合会ホームページ https://www.nichibenren.or.jp/document/statement/year/2023/230228.html
3  ‌�NHK 解説委員室「日本学術会議問題 " 改革 " と対立の背景」2023 年 2 月 1 日。
4  ‌�東京新聞 2023 年 4 月 21 日 https://www.tokyo-np.co.jp/article/245311

2017 年
3 月

軍事応用できる基礎研究に助成する防衛省制度に対し、学術会議が 
「政府による介入が著しく問題が多い」と批判する声明。

2020 年
9 月 学術会議が新会員に推薦した 6 人の任命を当時の菅義偉首相が拒否。

2022 年
12 月

政府が第三者委員会（選考諮問委員会）を新設して会員選考に関与さ
せる案を示し、学術会議が反発。

2023 年
4 月18 日

学術会議は総会で、学術会議法改正案の今国会提出を思いとどまり、
開かれた協議の場を設けるよう政府に求める勧告をまとめる。

4 月 20 日 政府が改正案の今国会提出見送りを表明。

図表 1　日本学術会議を巡る経過

出所：�静岡新聞「あなたの静岡新聞2023年4月21日『日本学術会議 法改正見送りもけん制続く政府、
民間法人化示唆』【表層深層】」https://www.at-s.com/sp/news/article/national/1228376.
html?lbl=861から作成

日本の大学の現在（いま）を読み解く



経営センサー　2023.7・8
1616

　②�昨今の少子化の進展（18 歳人口の減少）と大
学進学率の飽和状態が続くなか、学生を「選
ぶ側」から大学が「選ばれる側」になり、大
学も具体的には次のように変わってきた。

　　1）�私立大を中心に学生への手厚いサポート体
制（学生の体調管理、就職活動など）

　　2）�大教室での一方的な板書やノートを棒読み
するだけの授業の激減

　　3）�産学連携の活発化
　③�しかし、大学との接点を持つ社会人はごく少

数であり、変化したことを知らずに、昔の経
験や印象に基づき批判する人が目立つ。この
対策として、大学がリカレント教育（社会人
の学び直し）に注力すべきである。

と結ばれていた。
　なお、上記③で述べられている「社会人」には
政治家や官僚も含まれていると考えるのが妥当で
ある。

3. 大学の変革を阻害する経路依存性
　前述の 1. および 2. で述べた内容を踏まえ、本
項では企業での実務経験を長く積んだ後に、大学

教員に転じた筆者の意見を述べることとしたい。
　実務家の経験がなく大学という “象牙の塔” に
長くいた大学教員が多くの割合を占めるのが日本
の大学である。彼らの多くは、一般論として専門
に閉じているとの指摘が散見される。
　一方で、政府と大学の双方とも、少子化や 18
歳人口減少と高齢化社会でのリカレント教育とし
て社会人大学院を強化し、実務家出身教員の採用
を促進している。社会人大学院は、専門学校では
なく、「How でなく What を考える場」であり、同
じ志を持つ異業種のメンバーとの出会いの場の提
供でもある。しかし、欧米と日本の制度の違いは、
日本では産学交流が少なく、また、日本の中高年
のビジネスパーソンの多くが、自身が学んだ時代
の大学、つまり大学では勉強をしない時代をその
まま踏襲している。
　リカレント教育の一例といえるビジネススクー
ルなどの社会人大学院学生の数は、ここ数年頭打
ちで増えておらず、むしろ減少傾向にある（図 
表 2）。なお、2018 年時点ではビジネス・MOT の
設置大学院数は 29 校となっている 5。
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図表 2　近年のビジネス・MOTと法科大学院の設置数推移（2017 年 7月 1日現在）

出所：�文部科学省 参考資料②中央教育審議会大学分科会大学院部会専門職大学院ワーキンググループ（第4回）2017年8月29日
「専門職大学院に関するデータ集 3-3分野別専攻数推移①」https://www.mext.go.jp/b_menu/sh ing i/chukyo/
chukyo4/040/siryo/__icsFiles/afieldfile/2017/09/19/1394367_4.pdfから作成

5  ‌�文科省「経営系大学院を取り巻く現状・課題について」https://www.mext.go.jp/component/b_menu/shingi/toushin/_icsFiles/afiel
dfile/2019/07/19/1419265_006.pdf
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　つまり、一般のビジネスパーソンは、本人と企
業の意識の問題により、リカレント教育への意識
が高くないと思われる。この意識の低さは、日本
では、ビジネスパーソンの多くはビジネススクー
ルなどの社会人大学院へ通学せず、専門的な学び
直しをしなくとも当面の業務に支障がなく、また
企業もビジネススクール修学の費用面での支援や
修了後の昇進昇格への関与が少ないことが大きな
要因である。
　新卒一括採用、終身雇用や年功序列などの「日
本的経営」でのメンバーシップ型雇用を採用して
きた日本企業では、社内人間関係の調整と従来の
延長線上での工夫で支障なく業務ができたため、
ことさら学び直しをする必要がなかったと思われ
る。ビジネススクールなどの社会人大学院へ通学
する意識が高いビジネスパーソン、ましてや自費
通学の場合はなおさらであるが、変化を好み職場
に波風を立てる懸念さえ抱かせる変人と思われて
いたのではないだろうか、筆者自身の経験からも
そのように思えるのである。
　「失われた 30 年」と称される日本経済低迷の大
きな要因として、リスクを恐れ変革に挑戦せず（で

きずに）イノベーションが生まれなかったことが
挙げられる。グローバル化やデジタル化など日本
企業を取り巻く外部環境が急激に変化してきたに
もかかわらず、旧態依然としたメンバーシップ型
雇用に固執してきた日本企業（これは政府も大学
も同じ）が、時代の流れに合致しなくなったとい
える。変化に対応するには、外部からの人材の登
用や現行の従業員のリスキリングやスキルアップ
などの人材の流動化が不可欠であるが、メンバー
シップ型雇用では人材の流動性が低く、時代遅れ
の感が拭

ぬぐ

えない。
　一方、欧米諸国で採用されているジョブ型雇用
は、企業と従業員との間での対等な市場取引での
契約である。ジョブディスクリプション（職務記
述書）は、担当する職務と当該業務の遂行上必要
とされるスキルや求められる成果などが明示され
た契約である。企業は有能な人材確保のために給
与や待遇面で市場競争に晒

さら

されるが、一方、従業
員もリスキリングやスキルアップを通じ、自身の
市場価値を高めることが必要であり、企業と従業
員の両者の間には「緊張関係」があるといえる。
　終身雇用の見返りとして企業が勤務地や職務変

　　　ジョブ型雇用   メンバーシップ型雇用

職務を基準に人材を割り当てる。 概要 職務を限定せずに人材を採用する。

専門的・限定的
契約によって限定されている。基本的に
部署移動などもない。

仕事内容
総合的（ジョブローテーション）

部署移動があり、配属先によって変化す
る。

スキル・業務内容によって決まる職能給。 報酬
スキル・業務内容によって決まる職能型、
勤続年数などによる昇給。

中途採用、欠員補充の採用が主流。 採用 新卒一括採用、定期採用が主流。

研修などがあることは少なく、自発的に
スキルアップしていく。

教育制度
会社が社内研修（OJT など）をすること
が多い。

専門性
特定の業務やポジションに特化したスキ
ル。

求められる
スキル

柔軟性
所属する会社に最適化されたスキル。

図表 3　ジョブ型雇用とメンバーシップ型雇用の比較

出所： 株式会社ワークポートのホームページ『転職＆お仕事コラム_ビジネススキル_ニューノーマルの働き方はどうなる？ 
今注目の「ジョブ型雇用」を徹底解説』https://www.workport.co.jp/column/2020/08/07/から作成

日本の大学の現在（いま）を読み解く
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更などの人事権を有するメンバーシップ型雇用で
は、従業員のキャリア形成は企業の責任であり、
企業は OJT や社内研修などを通じ、従業員にキャ
リア形成の場を提供している。企業が提供する場
以外でのリスキリングやスキルアップによるイン
センティブが少なく、従業員のモチベーションは
上がらないのである。
　これに対して、ジョブ型では、個人の責任でリ
スキリングやスキルアップを図り、個人が描くキャ
リアを得るべく転職などを通じてステップを昇っ
ていく。企業に頼らず自己責任でキャリアを形成

していくのである（図表 3）。
　日本企業が「失われた 30 年」から脱却するに
はグローバル化、デジタル化が喫

きっきん

緊の課題であり、
それを支える人材を、多様化（ダイバーシティ）
と流動化を通じて確保することが求められる。
　一方、従業員も個人の自己責任としてリスキリ
ングやスキルアップを図ることが必要となる。日
本企業ではジョブ型雇用の導入は予定を含め 20%
強であるが（図表 4）、グローバル化やデジタル化
の加速を急ぐ一部の大企業ではすでに導入されて
いるのも事実である（図表 5）。

日立製作所 管理職に導入済み。一般社員にも 2024 年度までに制度定着を目指す。

富士通 管理職に導入済み。一般社員の導入に向けて労働組合と検討中。

KDDI 2021 年度に管理職に導入予定。新卒者にも導入。

三菱ケミカル 2020 年 10 月に管理職に導入予定。

NEC 2021 年 4 月から新卒者に導入予定。

資生堂 管理職には導入済み。2021 年 1 月から一般社員の一部に導入予定。

図表 5　大手企業のジョブ型雇用導入状況（予定を含む）

出所：東京新聞調べ。2020年9月28日。https://www.tokyo-np.co.jp/article/58183から作成
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導入済み 導入予定
導入予定はない 無回答

図表 4　国内企業のジョブ型雇用の導入状況（％）

（注） 四捨五入のため、合計が100にならない。
出所：�日本経済新聞調べ。2022年5月調査https://www.nikkei.com/

article/DGKKZO67326060V00C23A1EA2000から作成
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　このうち、重厚長大企業であった日立製作所は、
川村隆氏が 2009 年に同社の会長兼社長に就任し、
同社再生の陣頭指揮を執

と

った。川村氏の改革以降
は、同社従業員に、グローバルな知識、戦略的思考、
インストラクショナルデザインなど、真の専門実
務知識が求められるように劇的に変化した。トッ
プの経営方針や事業戦略が激変し、学び直しをせ
ざるを得ない状況になったのである。現在、同社
はジョブ型雇用に移行しつつある（同社人事研修
部門 OB よりヒアリング）。
　日立製作所の事例を考えると、日本企業の国際
競争力を高めるには、従業員にビジネススクール
などの社会人大学院の教育を施すだけでは効果が
少ないと思われる。その根幹にある企業の経営戦
略そのものを変える必要があり、そのためには経
営者や幹部の意識を変えることが重要である。も
ちろん、「鶏と卵」の関係ともいえるが、企業戦略
と大学教育は欧米のように表裏一体であることが
理想であろう。

4. 求められる大学とは
　筆者は企業勤務時代、長く電気通信機器の海外
事業を担当していたこともあり、欧米企業や東ア
ジア企業と比較して、なぜ日本の大手電機メーカー
が「失われた 30 年」と称されるバブル経済崩壊
後の 30 年間に凋落したのか、が基本的なリサー
チクエスチョン 6 であった。
　この研究の一環として大手電機メーカー各社の
文献サーベイと関係者からのインタビューを通じ
て調査をしてきた。日立と東芝、ソニーとパナソ
ニック（またはシャープ）、富士通と NEC の差は
何であったか…突き詰めると経営者の能力と覚悟
であった感がある。
　いずれにせよ、企業の規模を問わず多くの企業
経営者の意識改革が必要であろう。このままでは
日本企業や日本経済は沈む一方かもしれない。補
助金や助成金などのバラまき型の政府の産業政策

と補助金や助成金頼りの企業の場当たり主義を改
めるべく政府や企業経営者へ進言することや、ビ
ジネススクールなどの社会人大学院の教育を通じ
て、意識の高い学生である従業員が描くキャリア
形成のために有効なリスキリングやスキルアップ
の場を提供することが大学の役割ではないだろう
か。
　欧米諸国や中国、韓国やアセアン諸国が経済成
長する中で、日本だけが取り残されている。多く
の要因はあるが、最大の要因は、構造改革ができ
ないことである。政府、企業、大学そして国民が
現状に満足し過去のサクセスストーリーに浸

ひた

り、
リスクテイクができず現状維持から衰退へ向かっ
ていることである。技術だけでなく経営全般の革
新である「イノベーション」が必要であることを
学生、社会人学生そして企業幹部に説くことが大
学の役割であろう。
　現在は、実務家から大学への一方的な異動が大
半を占めるなか──一部の官僚や企業（金融が多
い）が大学教員に “出向” し、数年後に元の職場
に戻る事例があるが──欧米のように企業と大学
の双方向の人事交流が大学改革の一助として考え
られる。

5. まとめとインプリケーション
　日本は、世界に誇れる老

し に せ

舗企業大国という事実
は、日本の最大の強みだが、それゆえに同時に大
きな弊害もある。世界的な経済情勢の中では日本
企業は団結力があり長寿だが、国内市場でとどま
る企業が多いのも事実である。さらに、諸外国と
比較し、日本は中小企業が多く、国内を主な市場
としている。日本では少子高齢化人口減および国
内市場縮小の中、グローバル化とデジタル化がキー
ワードだが、一部の大企業を除きまだ道半ばであ
る。
　東京大学などの有名大学の学生の就職人気企業
先として、多くの外資企業が挙がっている。能力

6  ‌�研究プロジェクトが回答を得るために設定する質問。

日本の大学の現在（いま）を読み解く
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とやる気がある学生は、官僚や大企業ではなく外
資を目指しているのである。このような外部市場
の変化に、政府、企業そして大学の関係者が、ど
こまで真

しん

摯
し

に捉えているかが課題であろう。
　個人も組織も過去の意思決定の制約を受け、慣
れ親しんだものを変化させるのがストレスになる
とされる経済学の理論に、経路依存症（Path 
Dependence）がある。「経路依存性を脱して社内

体制を改革してイノベーションを起こし、これか
らの時代を生き残れる企業は 2 割くらいだろう」
と冨山和彦氏 7 が指摘している。正解はわからな
いが、1 ～ 2 割しか生き残れないのは想定できる。
これは企業だけでなく大学も同じであり、経路依
存性を脱しイノベーションを起こすことが喫緊の
課題である。

7  ‌�（株）経営共創基盤代表取締役 CEO。パナソニック（株）社外取締役、東京電力ホールディングス（株）社外取締役、（株）産業革新投
資機構社外取締役。 経済同友会副代表幹事。財務省財政制度など審議会委員、内閣府税制調査会特別委員など。
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